
1

●当資料は、フランクリン・テンプルトン・ジャパン株式会社（以下「当社」）が情報提供を目的として作成したものであり、金融商品取引法に基づく開示書類ではありません。
また、投資勧誘を目的とするものではありません。●当資料は、当社が信頼性が高いと判断した各種データ等に基づいて作成したものですが、その完全性、正確性を保証
するものではありません。●当資料に記載されたグラフやデータ等は、過去の実績または予測であり、将来の市場環境の変動等を示唆あるいは保証するものではありませ
ん。●当資料の内容は作成時点のものであり、将来予告なく変更されることがあります。●当資料に指数・統計資料等が記載される場合、それらの知的所有権、その他一切
の権利は、その発行者に帰属します。●当資料は当社の許可なく複製・転用することはできません。●フランクリン・テンプルトン・ジャパン株式会社（金融商品取引業者 関
東財務局長（金商）第417号） 加入金融商品取引業協会：一般社団法人投資信託協会 、一般社団法人日本投資顧問業協会、一般社団法人第二種金融商品取引業協会

96

98

100

102

104

106

108

110

112

3.6

3.8

4.0

4.2

4.4

4.6

4.8

5.0

5.2

2024年1月 2024年7月 2025年1月 2025年7月

（％）

米ドル指数

（DXY、右軸）

米30年国債利回り（左軸）

米ドル高

米ドル安

金
利
と
米
ド
ル
の
乖
離

17%

0

5

10

15

20

25

30

35

40

45

50

2025年5月 2025年6月

（％）

6月23日

トランプ大統領が

停戦合意を発表

6月13日

イスラエルがイランの

核施設などを攻撃

6月22日

米軍がイランの

核施設を空爆ホルムズ海峡封鎖

の可能性高まる

6月25日

イスラエルとイラン

の戦闘が終結

世界の中銀も注目する豪ドルへの分散投資

6月24日に公表された公的通貨金融機関フォーラム

（OMFIF）の報告書によると、世界の中央銀行は今後12～

24ヵ月の外貨準備の運用方針として、米ドルに偏った

ポートフォリオの分散化を進める意向を示しています。

今後の方向性としては、外貨準備資金の米ドルからの分

散の受け皿として、ユーロや円に続いて豪ドルが有望な資

金シフト先になると見込まれています（図6）。

図1：2025年のホルムズ海峡の封鎖確率の推移

2025年6月30日

イスラエル・イランの停戦合意と豪ドル相場への示唆

図3：米ドル指数と米30年国債利回りの推移

（出所）予測市場ポリマーケット （期間）2025年5月1日～6月27日
（注）数値は予測市場で織り込まれるホルムズ海峡の封鎖確率。

為替市場では再び米ドルの信認問題が焦点に

為替市場では、地政学リスクの高まりを受けて、6月中旬

にかけて一時的に米ドルへの資金逃避（米ドル高）の動き

が見られました。しかし、中東情勢が徐々に安定に向かう

中で、市場の関心は再び「米ドルの信認問題」や「米ドル

からの投資先の分散」へと移りつつあります。

実際、イスラエルとイランの停戦合意後、為替市場では

米ドル指数が年初来の安値を更新するなど、米ドル安圧

力が再び強まっています（図3）。こうした米ドル安の進行

が続く環境下では、通貨分散の観点から豪ドルへの投資

を再評価する余地があると考えられます。

（出所）各種報道 （注）*為替換算レートは1米ドル＝145円。
上記は参考情報の提供を目的としており、個別銘柄の売買・推奨
等を行うものではありません。

停戦後も根強く残る中東の地政学リスクへの懸念

イスラエルとイランの紛争は、トランプ大統領の仲介によ

りひとまず停戦に至りました。両国による攻撃の応酬によっ

て一時は懸念されたホルムズ海峡の封鎖リスクは足元で

は低下しており、原油や液化天然ガス（LNG）の市況も

徐々に落ち着きを取り戻しつつあります（図1・4・5）。

この停戦合意により、中東情勢がさらなる紛争激化に発

展する事態は回避されたものの、中東地域の地政学リス

クに対する投資家の懸念は根強く残る可能性があります。

特に今回のイスラエル・イラン間の衝突では、ホルムズ海

峡の封鎖が現実的なリスクとして浮上したことで、地政学リ

スクを回避するためのエネルギー調達の多様化・分散化

の重要性が改めて浮き彫りとなりました（図2）。

（出所）ブルームバーグ （期間）2024年1月1日～2025年6月27日

図2：2025年6月の豪州資源関連の主な取引

【関連マーケットレター（2025年6月16日付）】
「米ドルの信認問題を背景に注目集まる豪ドルの行方」

• 豪石油・ガス大手サントスは6月16日、アラブ首長国連

邦（ＵＡＥ）のアブダビ国営石油からの買収提案を受けた

ことを公表。豪投資規制当局などの認可が必要になるも

のの、実現すれば187億米ドル（約2.7兆円*）規模の巨

額買収案件となる。サントスは豪州とパプアニューギニア

において液化天然ガス（LNG）の生産能力を有する。

• 東京電力と中部電力が出資する発電会社JERA（ジェ

ラ）は6月20日、豪石油・ガス大手ウッドサイド・エナジー

との間で冬季に限定した追加のLNGの長期契約を締結。
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（出所）ブルームバーグ （期間）2025年1月2日～6月27日

図6：世界の外貨準備運用担当者の主要通貨への投資方針
（今後12～24ヵ月）

（出所）公的通貨金融機関フォーラム（OMFIF）
（注）2025年調査は2025年3～5月に世界の75の中央銀行を対象に実施。

数値は各通貨への投資を「増やす」と回答した比率から「減らす」と回答した比率を差し引いたもの。

図4：WTI原油先物価格の推移

（出所）ブルームバーグ （期間）2025年1月2日～6月27日

図5：アジアの液化天然ガス（LNG）先物価格の推移
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